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令和元年９月大竹市議会定例会（第３回）議案の概要（その３） 
 

 議案番号 件       名 内             容 提案説明者 
 
１ 

 
認 第 ５ 号 

 
平成３０年度大竹市一般会計決算 

 

○歳 入 総 額        １４３億８，６３３万５，９８１円 

○歳 出 総 額        １４３億３，３０７万４，６０１円 

○差 引 額            ５，３２６万１，３８０円 
 

※ ５，３２６万１，３８０円の収入超過となったが，継続費に係る繰

越額及び繰越明許費に係る繰越額４，５３３万５，６００円を差し引い

た残額７９２万５，７８０円が平成３０年度の実質収支黒字額となる。 
 

 
副 市 長 

 

 

 

 

２ 

 

認 第 ６ 号 

 

平成３０年度大竹市国民健康保険特別

会計決算 

 

○歳 入 総 額         ３４億６，６１９万６，８５５円 

○歳 出 総 額         ３４億６，１６９万９，６５４円 

○差 引 額              ４４９万７，２０１円 
 

 

３ 

 

認 第 ７ 号 

 

平成３０年度大竹市漁業集落排水特別

会計決算 

 

○歳 入 総 額            ２，７４５万８，１１４円 

○歳 出 総 額            ２，７４５万８，１１４円 

○差 引 額                      ０円 
 

 

４ 

 

認 第 ８ 号 

 

平成３０年度大竹市農業集落排水特別

会計決算 

 

○歳 入 総 額            ４，１５７万１，９１４円 

○歳 出 総 額            ４，１５７万１，９１４円 

○差 引 額                      ０円 
 

 
５ 

 
認 第 ９ 号 

 

平成３０年度大竹市港湾施設管理受託

特別会計決算 

 

○歳 入 総 額            ７，７５８万  ９８３円 

○歳 出 総 額            ４，７９９万１，１２７円 

○差 引 額            ２，９５８万９，８５６円 
 



- 2 - 

 

 議案番号 件       名 内             容 提案説明者 
 

６ 

 

認第１０号 

 

平成３０年度大竹市土地造成特別会計

決算 

 

○歳 入 総 額          ６億２，９８１万６，２２１円 

○歳 出 総 額         １１億６，０１９万３，５９２円 

○差 引 額         △５億３，０３７万７，３７１円 
 

※ ５億３，０３７万７，３７１円の歳入不足については,翌年度の歳入

を繰り上げて充用した。 
 

 

副 市 長 

 

 

 

 
７ 

 

認第１１号 

 

平成３０年度大竹市介護保険特別会計

決算 

 

○歳 入 総 額         ２５億７，８２８万６，２４１円 

○歳 出 総 額         ２４億７，４１９万３，５８４円 

○差 引 額          １億  ４０９万２，６５７円 
 

 

８ 
 

認第１２号 

 

平成３０年度大竹市後期高齢者医療特

別会計決算 

 

○歳 入 総 額          ４億６，０７０万５，４５０円 

○歳 出 総 額          ４億５，７５６万７，２５０円 

○差 引 額              ３１３万８，２００円 
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 議案番号 件       名 内             容 提案説明者 
 

９ 

 

報告第５号 

 

平成３０年度決算における健全化判断

比率及び資金不足比率の報告について 

（総務部企画財政課） 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により，平成３０年度決算におけ

る健全化判断比率及び資金不足比率について，報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

総務部長 

 

１ 平成３０年度決算における健全化判断比率報告書 
 

総括表 

（単位：％）   

区 分 
実質赤字 

比 率 

連結実質赤字 

比 率 

実質公債費 

比 率 

将来負担 

比 率 

平成 30年度決算 

健全化判断比率 
― ― １６．６ １６７．８ 

(早期健全化基準) （１３．９０） （１８．９０） （２５．０） （３５０．０） 

(財政再生基準) （２０．００） （３０．００） （３５．０）  

注 実質赤字額又は連結赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

  

＜参 考＞ 比率の概要 

区   分 概      要 

実質赤字比率 

（一般会計等の実質赤字の比率） 

市税，地方交付税等の一般財源をその支出の主な財源としている一般

会計等について，歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を市の

一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したもの。 

連結実質赤字比率 

（全ての会計の実質赤字の比率） 

市全体としての歳出に対する歳入の不足額（全ての会計の赤字額と黒

字額を合算した全体としての赤字額）を，市の一般財源の標準的な規模

を表す標準財政規模の額で除したもの。 

実質公債費比率 

（公債費等の比重を示す比率） 

市の一般会計等の支出のうち，公債費や公債費に準じた経費（前年度

までに発行した地方債等の元利償還金）を市の標準財政規模を基本とし

た額で除したものの３ケ年間の平均値。 

将来負担比率 

（市債残高のほか一般会計等が将

来負担すべき実質的な負債を捉え

た比率） 

市の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債

にあたる額（将来負担額）を把握し，この将来負担額から負債の償還に

充てることができる基金等を差し引いたうえで，市の標準財政規模を基

本とした額で除したもの。 
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 議案番号 件       名 内             容 提案説明者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 
 

＜参考＞                     （単位：％） 

区 分 
実質赤字 

比 率 

連結実質赤字 

比 率 

実質公債費 

比 率 

将来負担 

比 率 

平成 29年度決算 

健全化判断比率 
― ― １６．７ １６７．８ 

平成 28年度決算 

健全化判断比率 
― ― １５．８ １９０．５ 

平成 27年度決算 

健全化判断比率 
― ― １５．７ ２１４．５ 

 

２ 平成３０年度決算における資金不足比率報告書 
 

総括表               

                               （単位：％） 

区  分 

法適用企業 法非適用企業 

宅地造成事業以外 宅地造成事業以外 
宅地造成 

事業 

水道事

業会計 

工業用水

道事業 

会計 

公共下水

道事業 

会計 

農業集落

排水特別

会計 

漁業集落

排水特別

会計 

土地造成

特別会計 

平成 30年度決算 

資金不足比率 
― ― ― ― ― ― 

(経営健全化基準) （２０．０）※公営企業ごと 

 注 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

 
＜参 考＞ 比率の概要 

区   分 概      要 

資金不足比率 

（公営企業ごとの資金不足額

の比率） 

公営企業会計における資金不足額（一般会計

等の実質収支の赤字額にあたる）について，公

営企業の事業規模に対する比率を表したもの。 

 


